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島根原子力発電所発電用原子炉設置変更許可申請書 

（２号発電用原子炉施設の変更） 

本文及び添付書類の一部補正について 

 

平成25年12月25日付け，電安炉技第14号をもって申請（令和３年５月10日

付け，電安炉技第１号で一部補正）しました当社，島根原子力発電所発電用

原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施設の変更）の本文及び添付

書類を下記のとおり一部補正いたします。 

 

記 

 

島根原子力発電所発電用原子炉設置変更許可申請書（２号発電用原子炉施

設の変更）の本文及び添付書類を別添のとおり補正する。 

  



 

 

 

 

 

 

 

別添 

 

 

別紙２（本文）の一部補正 

添付書類六の一部補正 

添付書類八の一部補正 

添付書類十の一部補正 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２（本文）の一部補正 

  



－1－ 

別紙２（本文）を以下のとおり補正する。 

頁 行 補正前 補正後 

－16－ 上４～上５ 基準地震動Ｓｓは， 敷地ご

とに震源を特定して策定す

る地震動 及び 震源を特

定せず策定する地震動 に

ついて，… 

基準地震動Ｓｓは，「敷地ご

とに震源を特定して策定す

る地震動」及び「震源を特定

せず策定する地震動」につい

て，… 

－72－ 上12 …を考慮する  …を考慮する。 

－82－ 上５～上６ …想定される重大事故等時

における 環境条件を考慮 

する。 

…想定される重大事故等時

における原子炉建物原子炉

棟内の環境条件を考慮した

設計とする。 

 上13～上14 … 重大事故等時における

それぞれの場所の環境条件

を考慮した設計とする。 

…想定される重大事故等時

におけるそれぞれの場所の

環境条件を考慮した設計と

する。 

 下９～下８ … 重大事故等時における

屋外の環境条件を考慮した

設計とする。 

…想定される重大事故等時

におけるそれぞれの場所の

環境条件を考慮した設計と

する。 

－89－ 上１ …分解・開放 が可能な… …分解・開放又は非破壊検査

が可能な… 

－91－ 

 

下10 

 

…燃料プール内 燃料体等

を… 

…燃料プール内の燃料体等

を… 

 下６～下５ …燃料プール内 燃料体等

の… 

 

 

…燃料プール内の燃料体等

の… 



－2－ 

頁 行 補正前 補正後 

－125－ 

 

上６～上７ 

 

…低圧炉心スプレイ系に対

しては， 系統全体に… 

 

…低圧炉心スプレイ系に対

しては，水源から注水先であ

る原子炉圧力容器までの系

統全体に… 

－242－ 

 

上９ 

 

屋内及び屋外アクセスルー

トに対する自然現象に… 

屋外及び屋内アクセスルー

トに対する自然現象に… 

 上11 …関わらず… …かかわらず… 

 下２ …関わらず… …かかわらず… 

－270－ 

 

下１ 炉心損傷が発生するととも

に 原子炉圧力容器への… 

炉心損傷が発生するととも

に，原子炉圧力容器への… 

－273－ 下12～下11 …大型航空機 衝突による

建物内の… 

…大型航空機の衝突による

建物内の… 

－275－ 

 

下７～下６ 

 

…ジルコニウム－水反応及

び水の放射線分解等による

… 

…ジルコニウム－水反応，水

の放射線分解等による… 

 

－282－ 上３ …運転員は，中央制御室… …運転員は 中央制御室… 

－283－ 下９ …廃棄物処理建物から100m

以上 隔離距離を… 

…廃棄物処理建物から100m

以上の離隔距離を… 

－316－ 上４～上５ 

 

…でのスクラビング等によ

る 除染係数は５，格納容器

… 

…でのスクラビング等によ

る無機よう素に対する除染

係数は５，格納容器… 

－351－ 

～ 

－352－ 

 第10－1表 重大事故等対策

における手順書の概要（５／

19） 

 

別紙1に変更する。 

 



－3－ 

頁 行 補正前 補正後 

－353－ 

～ 

－355－ 

 第10－1表 重大事故等対策

における手順書の概要（６／

19） 

別紙2に変更する。 

 

－367－ 

～ 

－369－ 

 第10－1表 重大事故等対策

における手順書の概要（13

／19） 

別紙3に変更する。 

－370－ 

～ 

－371－ 

 第10－1表 重大事故等対策

における手順書の概要（14

／19） 

別紙4に変更する。 

 

－394－ 

～ 

－395－ 

 第10－3表 事故対処するた

めに必要な施設「高圧・低圧

注水機能喪失」 

別紙5に変更する。 

 

－396－  第10－3表 事故対処するた

めに必要な施設「高圧注水・

減圧機能喪失」 

別紙6に変更する。 

 

－406－ 

～ 

－407－ 

 第10－3表 事故対処するた

めに必要な施設「崩壊熱除去

機能喪失（残留熱除去系が故

障した場合）」 

別紙7に変更する。 

 

－408－  第10－3表 事故対処するた

めに必要な施設「原子炉停止

機能喪失」 

別紙8に変更する。 

 

－409－ 

～ 

－410－ 

 第10－3表 事故対処するた

めに必要な施設「ＬＯＣＡ時

注水機能喪失」 

 

 

別紙9に変更する。 

 



－4－ 

頁 行 補正前 補正後 

－422－  第10－3表 事故対処するた

めに必要な施設「想定事故

１」 

別紙10に変更する。 

 

－423－  第10－3表 事故対処するた

めに必要な施設「想定事故

２」 

別紙11に変更する。 

 

－424－  第10－3表 事故対処するた

めに必要な施設「崩壊熱除去

機能喪失」 

別紙12に変更する。 

 

－426－  第10－3表 事故対処するた

めに必要な施設「原子炉冷却

材の流出」 

別紙13に変更する。 

 

なお，頁は，令和３年５月10日付け，電安炉技第１号で一部補正した頁を示す。 



第 10－1 表 重大事故等対策における手順書の概要（５／19） 

1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

方
針
目
的

設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ熱を輸送する機能が喪失した場合において，炉心の著し

い損傷及び原子炉格納容器の破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため，

格納容器フィルタベント系による原子炉格納容器内の減圧及び除熱，原子炉補機代替冷却系による除熱により

最終ヒートシンクへ熱を輸送する手順等を整備する。 

対
応
手
段
等

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張
）

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード，サプレッショ

ン・プール水冷却モード，格納容器冷却モード）及び原子炉補機冷却系（原子炉補機海水

系を含む。）が健全であれば，これらを重大事故等対処設備（設計基準拡張）として位置

付け重大事故等の対処に用いる。 

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

格
納
容
器
フ
ィ
ル
タ
ベ
ン
ト
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
減
圧
及
び
除
熱

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード，格

納容器冷却モード，原子炉停止時冷却モード）の故障等により最終ヒートシンクへ熱を輸

送できない場合は，格納容器フィルタベント系により原子炉格納容器内に蓄積した熱を最

終的な熱の逃がし場である大気へ輸送する。 

格納容器フィルタベント系の隔離弁（電動弁）の駆動源や制御電源が喪失した場合は，

隔離弁を遠隔で手動操作することにより原子炉格納容器内に蓄積した熱を最終的な熱の

逃がし場である大気へ輸送する。 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系

に
よ
る
除
熱

設計基準事故対処設備である原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）の故障等

又は全交流動力電源喪失により最終ヒートシンクへ熱を輸送できない場合は，原子炉補機

代替冷却系，残留熱除去系等により，発生した熱を最終的な熱の逃がし場である海へ輸送

する。 

配
慮
す
べ
き
事
項

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

設計基準事故対処設備である残留熱除去系が機能喪失した場合は，格納容器フィルタベ

ント系により原子炉格納容器内の除熱を実施する。

格納容器フィルタベント系による格納容器ベントの実施にあたり，弁の駆動電源がない

場合は，現場で手動操作を行う。 

なお，格納容器フィルタベント系により，格納容器ベントを実施する場合は，スクラビ

ング効果が期待できるサプレッション・チェンバを経由する経路を第一優先とする。

サプレッション・チェンバ側のベントラインが水没等の理由で使用できない場合は，ド

ライウェルを経由する経路を第二優先とする。

作
業
性

格納容器フィルタベント系の隔離弁を遠隔で手動操作する場合は，操作に必要な工具は

なく通常の弁操作と同様であり，原子炉建物付属棟で実施する。 

原子炉補機代替冷却系により補機冷却水を確保するために使用する各種ホースの接続

は，一般的に使用される工具を用い，容易に操作ができるよう十分な作業スペースを確保

する。 

別紙 1

－5－



配
慮
す
べ
き
事
項

電
源
確
保

全交流動力電源が喪失した場合は，常設代替交流電源設備等を用いて格納容器ベントを

実施するために必要な電動弁へ給電する。電源が確保できない場合は，現場において手動

で系統構成を行う。 

全交流動力電源が喪失した場合は，常設代替交流電源設備等を用いて残留熱除去系（サ

プレッション・プール水冷却モード，格納容器冷却モード又は原子炉停止時冷却モード）

へ給電する。 

燃
料
補
給

配慮すべき事項は，「1.14 電源の確保に関する手順等」の燃料補給と同様である。 

－6－



第 10－1 表 重大事故等対策における手順書の概要（６／19） 

1.6 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 

方
針
目
的

設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合において，炉心の著しい損傷を

防止するため，格納容器代替スプレイ系により原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させる手順等を整備す

る。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において，原子炉格納容器の破損を防止するため，格納容器代替ス

プレイ系により原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下させる手順等を整備する。 

対
応
手
段
等

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張
）

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器冷却モード，サプレッショ

ン・プール水冷却モード）が健全であれば，これらを重大事故等対処設備（設計基

準拡張）として位置付け重大事故等の対処に用いる。 

炉
心
損
傷
前

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
冷
却

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器冷却モード）の故障等によ

り原子炉格納容器内の冷却ができない場合は，以下の手段により，原子炉格納容器

内へスプレイし，原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させる。 

・低圧原子炉代替注水槽を水源として，格納容器代替スプレイ系（常設）により

スプレイする。

・格納容器代替スプレイ系（常設）により原子炉格納容器内へスプレイできない

場合は，代替淡水源を水源として，格納容器代替スプレイ系（可搬型）等によ

りスプレイする。

なお，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器内の冷却は，海

を水源として利用できる。 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
残
留
熱
除
去
系

（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
及
び
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）
の

復
旧

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器冷却モード）が全交流動力

電源喪失等により使用できない場合は，格納容器代替スプレイ系による原子炉格納

容器内の冷却に加え，常設代替交流電源設備等を用いて非常用所内電気設備へ給電

することにより残留熱除去系（格納容器冷却モード）を復旧し，サプレッション・

チェンバを水源として格納容器内へスプレイする。

また，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（サプレッション・プール水冷

却モード）が全交流動力電源喪失等により使用できない場合は，格納容器代替スプ

レイ系による原子炉格納容器内の冷却に加え，常設代替交流電源設備等を用いて非

常用所内電気設備へ給電することにより残留熱除去系（サプレッション・プール水

冷却モード）を復旧し，サプレッション・プール水を除熱する。 

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）の復旧に時間を要する場

合は，格納容器代替スプレイ系等により原子炉格納容器内へのスプレイを並行して

実施する。 

別紙 2
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対
応
手
段
等

炉
心
損
傷
後

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
に
よ
る

原
子
炉
格
納
容
器
内
の
冷
却

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器冷却モード）の故障等によ

り原子炉格納容器内の冷却ができない場合は，以下の手段により原子炉格納容器内

へスプレイし，原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を低下さ

せる。 

・低圧原子炉代替注水槽を水源として，格納容器代替スプレイ系（常設）により

スプレイする。

・格納容器代替スプレイ系（常設）により原子炉格納容器内へスプレイできない

場合は，代替淡水源を水源として，格納容器代替スプレイ系（可搬型）等によ

りスプレイする。

なお，格納容器代替スプレイ系（可搬型）による原子炉格納容器内の冷却は，海

を水源として利用できる。 

サ
ポ
ー
ト
系
故
障
時

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
に
よ
る
残
留
熱
除
去
系

（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
及
び
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）
の

復
旧

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器冷却モード）が全交流動力

電源喪失等により使用できない場合は，格納容器代替スプレイ系による原子炉格納

容器内の冷却に加え，常設代替交流電源設備等を用いて非常用所内電気設備へ給電

することにより残留熱除去系（格納容器冷却モード）を復旧し，サプレッション・

チェンバを水源として原子炉格納容器内へスプレイする。

また，設計基準事故対処設備である残留熱除去系（サプレッション・プール水冷

却モード）が全交流動力電源喪失等により使用できない場合は，格納容器代替スプ

レイ系による原子炉格納容器内の冷却に加え，常設代替交流電源設備等を用いて非

常用所内電気設備へ給電することにより残留熱除去系（サプレッション・プール水

冷却モード）を復旧し，サプレッション・プール水を除熱する。 

残留熱除去系（サプレッション・プール水冷却モード）の復旧に時間を要する場

合は，格納容器代替スプレイ系等により原子炉格納容器内へのスプレイを並行して

実施する。 

配
慮
す
べ
き
事
項

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系
故
障
時

設計基準事故対処設備である残留熱除去系（格納容器冷却モード）の故障等によ

り原子炉格納容器内の冷却ができない場合において，格納容器代替スプレイ系（常

設）に異常がなく，交流電源及び水源（低圧原子炉代替注水槽）が確保されている

場合は，格納容器代替スプレイ系（常設）により原子炉格納容器内を冷却する。 

格納容器代替スプレイ系（常設）により原子炉格納容器内の冷却ができない場合

において，格納容器代替スプレイ系（可搬型）に異常がなく，燃料及び水源（代替

淡水源）が確保されている場合は，格納容器代替スプレイ系（可搬型）により原子

炉格納容器内を冷却する。 
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配
慮
す
べ
き
事
項

作
業
性

格納容器代替スプレイ系（可搬型）で使用する大量送水車からのホース接続は，

汎用の結合金具を使用し，容易に操作できるよう十分な作業スペースを確保する。 

電
源
確
保

全交流動力電源喪失時は，代替交流電源設備等を用いて格納容器代替スプレイ系

等による原子炉格納容器内の冷却に必要な設備へ給電する。 

燃
料
補
給

配慮すべき事項は，「1.14 電源の確保に関する手順等」の燃料補給と同様である。 
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第 10－1 表 重大事故等対策における手順書の概要（13／19） 

1.13 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 

方
針
目
的

設計基準事故の収束に必要な水源であるサプレッション・チェンバ及び復水貯蔵タンクとは別に重大事故等

の収束に必要となる水源として，低圧原子炉代替注水槽及びほう酸水貯蔵タンクを確保する。さらに，代替淡

水源として輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を確保するとともに，海を水源として確保する。 

設計基準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して，重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供

給するため，サプレッション・チェンバ，低圧原子炉代替注水槽，輪谷貯水槽（西１），輪谷貯水槽（西２），

海及びほう酸水貯蔵タンクを水源とした対応手段，並びに低圧原子炉代替注水槽，輪谷貯水槽（西１）及び輪

谷貯水槽（西２）への水の補給について手順等を整備する。 

対
応
手
段
等

水
源
を
利
用
し
た
対
応
手
順

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
を

水
源
と
し
た
対
応
手
段

サプレッション・チェンバを水源として，以下の手段により対応する。

・重大事故等対処設備（設計基準拡張）である原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプレイ系，

低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水モード）により原子炉圧力容器へ注水

する。

・重大事故等対処設備（設計基準拡張）である残留熱除去系（格納容器冷却モード及びサ

プレッション・プール水冷却モード）により原子炉格納容器内を冷却する。

・原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧時において，原子炉隔離時冷却系及び高圧炉心スプ

レイ系の故障等により発電用原子炉の冷却ができない場合は，高圧原子炉代替注水系に

より原子炉圧力容器へ注水する。 

・原子炉格納容器の破損を防止するため，残留熱代替除去系により原子炉格納容器内を減

圧及び除熱する。

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
を

水
源
と
し
た
対
応
手
段

サプレッション・チェンバを水源として利用できない場合は，低圧原子炉代替注水槽を水

源として，以下の手段により対応する。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧時において，残留熱除去系（低圧注水モード及び原

子炉停止時冷却モード）及び低圧炉心スプレイ系の故障等により発電用原子炉の冷却が

できない場合は，低圧原子炉代替注水系（常設）により原子炉圧力容器へ注水する。

・残留熱除去系（格納容器冷却モード）の故障等により原子炉格納容器内の冷却ができな

い場合は，格納容器代替スプレイ系（常設）により原子炉格納容器内へスプレイする。

・原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心を冷却するため，ペデスタル代替注水系（常設）

により原子炉格納容器下部へ注水する。 

別紙 3
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対
応
手
段
等

水
源
を
利
用
し
た
対
応
手
順

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
及
び
輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
） 

を
水
源
と
し
た
対
応
手
段

サプレッション・チェンバ及び低圧原子炉代替注水槽を水源として利用できない場合は，

輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を水源として，以下の手段により対応する。 

・低圧原子炉代替注水系（可搬型）により原子炉圧力容器へ注水する。

・格納容器代替スプレイ系（可搬型）により原子炉格納容器内へスプレイする。

・格納容器代替スプレイ系（可搬型）及びペデスタル代替注水系（可搬型）により原子炉

格納容器下部へ注水する。

・燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ）又は燃料プールスプレイ系（可搬型スプ

レイノズル）により燃料プールへ注水する。

なお，輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）に淡水を補給できない場合は，海水を

補給するか，海を水源として利用する。 

海
を
水
源
と
し
た
対
応
手
段

サプレッション・チェンバ，低圧原子炉代替注水槽，輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽

（西２）を水源として利用できない場合は，海を水源として，以下の手順により対応する。 

・大量送水車及び低圧原子炉代替注水系（可搬型）により原子炉圧力容器へ注水する。

・大量送水車及び格納容器代替スプレイ系（可搬型）により原子炉格納容器内へスプレイ

する。

・大量送水車及び格納容器代替スプレイ系（可搬型），大量送水車及びペデスタル代替注

水系（可搬型）により原子炉格納容器下部へ注水する。

・大量送水車及び燃料プールスプレイ系（常設スプレイヘッダ）又は燃料プールスプレイ

系（可搬型スプレイノズル）により燃料プールへ注水及びスプレイする。

原子炉補機冷却系（原子炉補機海水系を含む。）の故障等により最終ヒートシンクへ熱を

輸送できない場合は，原子炉補機代替冷却系により，発生した熱を最終的な熱の逃がし場で

ある海へ輸送する。 

本対応手段は，「1.5 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等」の原子炉補機代

替冷却系による除熱と同様である。 

炉心損傷を判断した場合においてあらゆる注水手段を講じても原子炉圧力容器への注水

が確認できない場合，燃料プール水位が低下した場合においてあらゆる注水手段を講じても

水位低下が継続する場合，又は大型航空機の衝突等，原子炉建物外観で大きな損傷を確認し

た場合は，海を水源として，大型送水ポンプ車及び放水砲により放水する。 

本対応手段は，「1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等」の大気

への放射性物質の拡散抑制と同様である。 

原子炉建物周辺における航空機衝突による航空機燃料火災が発生した場合は，海を水源と

して，大型送水ポンプ車，放水砲及び泡消火薬剤容器により泡消火を実施する。 

本対応手段は，「1.12 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等」の航空

機燃料火災への泡消火と同様である。 
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対
応
手
段
等

水
源
を
利
用
し
た
対
応
手
順

ほ
う
酸
水
貯
蔵
タ
ン
ク
を

水
源
と
し
た
対
応
手
段

ＡＴＷＳが発生した場合，又は重大事故等の進展抑制や溶融炉心の原子炉格納容器下部へ

の落下遅延・防止が必要となる場合は，ほう酸水貯蔵タンクを水源として，ほう酸水注入系

により原子炉圧力容器へほう酸水を注入する。 

水
源
へ
水
を
補
給
す
る
た
め
の
対
応
手
段

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
槽
へ
の
補
給

水源として低圧原子炉代替注水槽を利用する場合は，輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽

（西２）の水を大量送水車により低圧原子炉代替注水槽へ補給する。 

また，海水を利用する場合は，輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽（西２）に補給した海

水，海水取水箇所の海水を大量送水車により低圧原子炉代替注水槽へ補給する。 

輪
谷
貯
水
槽
（
西
１
）
又
は

輪
谷
貯
水
槽
（
西
２
）
へ
の
補
給

水源として輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽（西２）を利用する場合は，海水を大量送

水車により輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽（西２）へ補給する。 

配
慮
す
べ
き
事
項

送
水
ル
ー
ト
の
選
択

接続口の選択は，各作業時間（出動準備，移動，水源の蓋開放，ポンプ設置，ホース敷設，ホース接

続及び送水準備）を考慮し，送水開始までの時間が最短となる組み合わせを優先して選択する。 

切
替
え
性

大量送水車の水源は，輪谷貯水槽（西１）及び輪谷貯水槽（西２）を優先する。淡水の供給が継続で

きないおそれがある場合は，海水の供給に切り替えるが，輪谷貯水槽（西１）又は輪谷貯水槽（西２）

から供給している場合は，供給を中断することなく淡水から海水への切替えが可能である。 

サプレッション・チェンバ（内部水源）を水源として使用できない場合，低圧原子炉代替注水槽（外

部水源）から注水するが，サプレッション・チェンバ（内部水源）が使用可能となった場合は，外部水

源から切り替える。 

成
立
性

海水取水時，大量送水車又は大型送水ポンプ車付属の水中ポンプユニット吸込み部には，ストレーナ

を設置しており，海面より低く着底しない位置に取水部分を固定することにより，ホースへの異物の混

入を防止する。 

作
業
性

低圧原子炉代替注水槽への補給，大量送水車による送水で使用する大量送水車のホースの接続は，汎

用の結合金具を使用し，容易に操作できるよう十分なスペースを確保する。 
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第 10－1 表 重大事故等対策における手順書の概要（14／19） 

1.14 電源の確保に関する手順等 

方
針
目
的

電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において，炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，

燃料プール内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中における発電用原子炉内の燃料体の著しい損傷を防止する

ため，必要な電力を確保するために重大事故等対処設備として，常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源

設備，所内常設蓄電池式直流電源設備，常設代替直流電源設備，可搬型直流電源設備及び代替所内電気設備を

確保する手順等を整備する。 

また，重大事故等の対処に必要な設備を継続運転させるため，燃料補給設備により給油する手順等を整備す

る。 

対
応
手
段
等

重
大
事
故
等
対
処
設
備

（
設
計
基
準
拡
張
）

設計基準事故対処設備である非常用交流電源設備及び非常用直流電源設備が健全であれ

ば，重大事故等対処設備（設計基準拡張）として位置付け，重大事故等の対処に用いる。 

交
流
電
源
喪
失
時

代
替
交
流
電
源
設
備

に
よ
る
給
電

全交流動力電源が喪失した場合は，以下の手段により非常用所内電気設備又は代替所内電

気設備へ給電する。 

・常設代替交流電源設備を用いて給電する。

・常設代替交流電源設備を用いて給電できない場合は，可搬型代替交流電源設備を用いて

給電する。

直
流
電
源
喪
失
時

代
替
直
流
電
源
設
備

に
よ
る
給
電

全交流動力電源が喪失した場合において，充電器を経由して直流電源設備へ給電できない

場合は，以下の手段により直流電源設備へ給電する。 

・代替交流電源設備等を用いて給電を開始するまでの間，所内常設蓄電池式直流電源設備

及び常設代替直流電源設備を用いて給電する。

・所内常設蓄電池式直流電源設備及び常設代替直流電源設備を用いて給電できない場合は，

可搬型直流電源設備を用いて給電する。 

非
常
用
所
内
電
気
設
備
機
能
喪
失
時

代
替
所
内
電
気
設
備

に
よ
る
給
電

設計基準事故対処設備である非常用所内電気設備の機能が喪失し，必要な設備へ給電でき

ない場合又は代替所内電気設備に接続する重大事故等対処設備が必要な場合は，代替所内電

気設備にて電路を確保し，代替交流電源設備等から必要な設備へ給電する。 

別紙 4
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配
慮
す
べ
き
事
項

負
荷
容
量

重大事故等対策の有効性を確認する事故シーケンス等のうち必要な負荷が最大となる「全

交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」を想定するシナリオにおいても，常設代替電源設備により必

要最大負荷以上の電力を確保し，発電用原子炉を安定状態に収束するための設備へ給電する。 

重大事故等対処設備による代替手段を用いる場合，常設代替交流電源設備等の負荷容量を

確認し，代替手段が使用可能であることを確認する。 

悪
影
響
防
止

代替交流電源設備等を用いて給電する場合は，受電前準備として非常用高圧母線，非常用

低圧母線のロードセンタ及びコントロールセンタの負荷の遮断器を「切」とし，動的機器の

自動起動防止のため，操作スイッチを「停止引ロック」又は「停止」とする。 

成
立
性

所内常設蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電源設備から給電されている 24 時間以内

に，代替交流電源設備を用いて非常用所内電気設備又は代替所内電気設備へ十分な余裕をも

って直流電源設備へ給電する。 

作
業
性

電源内蔵型照明を作業エリアに設置し，建物内照明の消灯時における作業性を確保する。

また，ヘッドライト及び懐中電灯を携行している。 

燃
料
補
給

重大事故等の対処で使用する設備を必要な期間継続して運転させるため，タンクローリ等

の燃料補給設備を用いて各設備の燃料が枯渇するまでに給油する。 

タンクローリの補給は，ガスタービン発電機用軽油タンク又は非常用ディーゼル発電機燃

料貯蔵タンク及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料貯蔵タンクの軽油を使用する。 

多くの給油対象設備が必要となる事象を想定し，重大事故等発生後７日間，それらの設備

の運転継続に必要な燃料（軽油）を確保するため，ガスタービン発電機用軽油タンクは約 560m3

を 1基，非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンクは１基あたり約 170m3を２基及び１基あたり

約100m3を３基，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料貯蔵タンクは約170m3を１基とし，

管理する。 

－14－



第 10－3 表 事故対処するために必要な施設 

「高圧・低圧注水機能喪失」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

外部電源喪失及び原子炉ス

クラム確認

【非常用ディーゼル発電

機】※ 

【非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク】※ 

－ 平均出力領域計装※ 

高圧・低圧注水機能喪失確

認 
－ － 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

【原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量】※ 

【高圧炉心スプレイポンプ出口流量】※ 

【残留熱除去ポンプ出口圧力】※ 

【低圧炉心スプレイポンプ出口圧力】※ 

逃がし安全弁による原子炉

急速減圧 

常設代替交流電源設備 

低圧原子炉代替注水ポン

プ 

逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）※ 

－ 
原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力※ 

低圧原子炉代替注水系（常

設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機

燃料貯蔵タンク等※ 

低圧原子炉代替注水ポン

プ 

低圧原子炉代替注水槽 

大量送水車 

タンクローリ

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力※ 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

代替注水流量（常設） 

低圧原子炉代替注水槽水位 

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）による原子炉格

納容器冷却 

非常用ディーゼル発電機

燃料貯蔵タンク等※ 

大量送水車 

タンクローリ

ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

格納容器代替スプレイ流量 

サプレッション・プール水位（ＳＡ）

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

別紙 5
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（つづき） 

格納容器フィルタベント系

による原子炉格納容器除熱 

格納容器フィルタベント

系 
－ 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル）※ 

格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ）※

スクラバ容器水位

スクラバ容器圧力

第１ベントフィルタ出口放射線モニ

タ（高レンジ・低レンジ）

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

－16－



第 10－3 表 事故対処するために必要な施設 

「高圧注水・減圧機能喪失」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

外部電源喪失及び原子炉ス

クラム確認

【非常用ディーゼル発電

機】※ 

【非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク】※ 

－ 平均出力領域計装※ 

高圧注水・減圧機能喪失 

確認 

【残留熱除去系（低圧注

水モード）】※ 
－ 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力※ 

【原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量】※ 

【高圧炉心スプレイポンプ出口流量】※ 

【残留熱除去ポンプ出口圧力】※ 

代替自動減圧機能動作確認 

逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）※ 

代替自動減圧ロジック

（代替自動減圧機能） 

－ 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力※ 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

残留熱除去系（低圧注水モ

ード）による原子炉注水 

【残留熱除去系（低圧注

水モード）】※ 

サプレッション・チェン

バ※

－ 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力※ 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

【残留熱除去ポンプ出口流量】※ 

残留熱除去系（サプレッシ

ョン・プール水冷却モード）

運転 

【残留熱除去系（サプレ

ッション・プール水冷却

モード）】※

－ 
【残留熱除去ポンプ出口流量】※ 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）運転 

【残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）】※ 
－ 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力※ 

【残留熱除去ポンプ出口流量】※ 

【残留熱除去系熱交換器入口温度】※ 

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

別紙 6
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第 10－3 表 事故対処するために必要な施設 

「崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合）」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

外部電源喪失及び原子炉ス

クラム確認

【非常用ディーゼル発電

機】※ 

【非常用ディーゼル発電機

燃料貯蔵タンク】※ 

－ 平均出力領域計装※ 

原子炉隔離時冷却系による

原子炉注水 

【原子炉隔離時冷却系】※ 

サプレッション・チェンバ
※

－ 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

【原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量】※ 

残留熱除去系機能喪失確認 － － 
【残留熱除去ポンプ出口流量】※ 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

逃がし安全弁による原子炉

急速減圧 

常設代替交流電源設備 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

逃がし安全弁（自動減圧機

能付き）※ 

－ 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力※ 

サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

低圧原子炉代替注水系（常

設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機燃

料貯蔵タンク等※ 

低圧原子炉代替注水ポンプ 

低圧原子炉代替注水槽 

大量送水車 

タンクローリ

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力※ 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

代替注水流量（常設） 

低圧原子炉代替注水槽水位 

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）による原子炉格

納容器冷却 

非常用ディーゼル発電機燃

料貯蔵タンク等※ 

大量送水車 

タンクローリ

ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

格納容器代替スプレイ流量 

サプレッション・プール水位（ＳＡ）

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

別紙 7
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（つづき） 

格納容器フィルタベント系

による原子炉格納容器除熱 

格納容器フィルタベン

ト系
－ 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル）※ 

格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ）※

スクラバ容器水位

スクラバ容器圧力

第１ベントフィルタ出口放射線モニ

タ（高レンジ・低レンジ）

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

－19－



第 10－3 表 事故対処するために必要な施設 

「原子炉停止機能喪失」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉スクラム失敗確認 

ＡＴＷＳ緩和設備（代替

原子炉再循環ポンプトリ

ップ機能） 

－ 平均出力領域計装※ 

格納容器圧力上昇による高

圧・低圧注水系起動確認 

逃がし安全弁（逃がし弁

機能）※ 

【高圧炉心スプレイ系】※ 

【低圧炉心スプレイ系】※ 

【残留熱除去系（低圧注

水モード）】※ 

－ 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

【高圧炉心スプレイポンプ出口流量】※ 

【低圧炉心スプレイポンプ出口圧力】※ 

【残留熱除去ポンプ出口圧力】※ 

原子炉隔離時冷却系及び高

圧炉心スプレイ系による原

子炉水位維持 

【高圧炉心スプレイ系】※ 

【原子炉隔離時冷却系】※ 

サプレッション・チェン

バ※

－ 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

【高圧炉心スプレイポンプ出口流量】※ 

【原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量】※ 

自動減圧系及び代替自動減

圧機能の自動起動阻止 

自動減圧起動阻止スイッ

チ 

代替自動減圧起動阻止ス

イッチ

－ 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

ほう酸水注入系による原子

炉未臨界操作 
ほう酸水注入系※ － 

平均出力領域計装※

中間領域計装※ 

中性子源領域計装※ 

残留熱除去系（サプレッシ

ョン・プール水冷却モード）

運転による原子炉格納容器

除熱 

【残留熱除去系（サプレ

ッション・プール水冷却

モード）】※

－ 
サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

【残留熱除去ポンプ出口流量】※

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

別紙 8
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第 10－3 表 事故対処するために必要な施設 

「ＬＯＣＡ時注水機能喪失」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

外部電源喪失及び原子炉ス

クラム確認

【非常用ディーゼル発電

機】※ 

【非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク】※ 

－ 平均出力領域計装※ 

高圧・低圧注水機能喪失確

認 
－ － 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

【原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量】※ 

【高圧炉心スプレイポンプ出口流量】※ 

【残留熱除去ポンプ出口圧力】※ 

【低圧炉心スプレイポンプ出口圧力】※ 

逃がし安全弁による原子炉

急速減圧 

常設代替交流電源設備 

低圧原子炉代替注水ポン

プ 

逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）※ 

－ 
原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力※ 

低圧原子炉代替注水系（常

設）による原子炉注水 

常設代替交流電源設備 

非常用ディーゼル発電機

燃料貯蔵タンク等※ 

低圧原子炉代替注水ポン

プ 

低圧原子炉代替注水槽 

大量送水車 

タンクローリ

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力※ 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉水位（燃料域）※ 

代替注水流量（常設） 

低圧原子炉代替注水槽水位 

格納容器代替スプレイ系

（可搬型）による原子炉格

納容器冷却 

非常用ディーゼル発電機

燃料貯蔵タンク等※ 

大量送水車 

タンクローリ

ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

格納容器代替スプレイ流量 

サプレッション・プール水位（ＳＡ）

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張）

別紙 9
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（つづき） 

格納容器フィルタベント系

による原子炉格納容器除熱 

格納容器フィルタベン

ト系
－ 

ドライウェル圧力（ＳＡ） 

サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

格納容器雰囲気放射線モニタ 

（ドライウェル）※ 

格納容器雰囲気放射線モニタ 

（サプレッション・チェンバ）※

スクラバ容器水位

スクラバ容器圧力

第１ベントフィルタ出口放射線モニ

タ（高レンジ・低レンジ）

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張）

－22－



第 10－3 表 事故対処するために必要な施設 

「想定事故１」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

燃料プールの冷却機能喪失

確認 

【非常用ディーゼル発電

機】※ 

【非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク】※ 

－ 

【残留熱除去ポンプ出口圧力】※ 

【残留熱除去ポンプ出口流量】※ 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

燃料プール水位（ＳＡ） 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料

プール監視カメラ用冷却設備を含む） 

燃料プールの注水機能喪失

確認 
－ － 

【残留熱除去ポンプ出口圧力】※ 

【残留熱除去ポンプ出口流量】※ 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

燃料プール水位（ＳＡ） 

燃料プールエリア放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ）（ＳＡ） 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料

プール監視カメラ用冷却設備を含む） 

燃料プールスプレイ系によ

る燃料プールへの注水 

非常用ディーゼル発電機

燃料貯蔵タンク等※ 

可搬型スプレイノ

ズル 

大量送水車 

タンクローリ

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

燃料プール水位（ＳＡ） 

燃料プールエリア放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料

プール監視カメラ用冷却設備を含む） 

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

別紙 10
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第 10－3 表 事故対処するために必要な施設 

「想定事故２」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

燃料プール水位低下確認 

【非常用ディーゼル発電

機】※ 

【非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク】※ 

－ 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

燃料プール水位（ＳＡ） 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料

プール監視カメラ用冷却設備を含む） 

燃料プールの注水機能喪失

確認 
－ － 

【残留熱除去ポンプ出口圧力】※ 

【残留熱除去ポンプ出口流量】※ 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

燃料プール水位（ＳＡ） 

燃料プールエリア放射線モニタ（高レ

ンジ・低レンジ）(ＳＡ)

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料

プール監視カメラ用冷却設備を含む） 

サイフォンブレイク配管に

よる燃料プール漏えい停止

確認 

－ － 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

燃料プール水位（ＳＡ） 

燃料プールエリア放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料

プール監視カメラ用冷却設備を含む） 

燃料プールスプレイ系によ

る燃料プールへの注水 

非常用ディーゼル発電機

燃料貯蔵タンク等※ 

可搬型スプレイノ

ズル 

大量送水車 

タンクローリ

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

燃料プール水位（ＳＡ） 

燃料プールエリア放射線モニタ 

（高レンジ・低レンジ） 

燃料プール監視カメラ（ＳＡ）（燃料

プール監視カメラ用冷却設備を含む） 

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

別紙 11
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第 10－3 表 事故対処するために必要な施設 

「崩壊熱除去機能喪失」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）の故障に伴

う崩壊熱除去機能喪失確認 

【非常用ディーゼル発電

機】※ 

【非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク】※ 

－ 

【残留熱除去ポンプ出口流量】※ 

【残留熱除去系熱交換器入口温度】※ 

【残留熱除去系熱交換器出口温度】※ 

逃がし安全弁による原子炉

の低圧状態維持 

逃がし安全弁（自動減圧

機能付き）※ 
－ 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉圧力※ 

【残留熱除去系熱交換器入口温度】※ 

【残留熱除去系熱交換器出口温度】※ 

残留熱除去系（低圧注水モ

ード）運転による原子炉注

水 

【残留熱除去系（低圧注

水モード）】※ 

サプレッション・チェン

バ※

－ 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

【残留熱除去ポンプ出口流量】※ 

残留熱除去系（原子炉停止

時冷却モード）運転による

崩壊熱除去機能回復 

【残留熱除去系（原子炉

停止時冷却モード）】※ 
－ 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

【残留熱除去ポンプ出口流量】※ 

【残留熱除去系熱交換器入口温度】※ 

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

別紙 12

－25－



第 10－3 表 事故対処するために必要な施設 

「原子炉冷却材の流出」 

判断及び操作 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉冷却材圧力バウンダ

リ外への原子炉冷却材流出

確認 

【非常用ディーゼル発電

機】※ 

【非常用ディーゼル発電

機燃料貯蔵タンク】※ 

－ 

サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

原子炉冷却材圧力バウンダ

リ外への原子炉冷却材流出

停止確認 

－ － 

サプレッション・プール水位（ＳＡ） 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

残留熱除去系（低圧注水モ

ード）運転による原子炉注

水 

【残留熱除去系（低圧注

水モード）】※ 

サプレッション・チェン

バ※

－ 

【残留熱除去ポンプ出口流量】※ 

原子炉水位（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域）※ 

※：既許可の対象となっている設備を重大事故等対処設備に位置付けるもの 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

別紙 13

－26－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類六の一部補正 

 

 

 

  



 

－6-3-1－ 

添付書類六「３．地盤」を以下のとおり補正する。 

頁 行 補正前 補正後 

6-3-29 

 

6-3-33 

 

6-3-36 

 

 

 

6-3-37 

 

 

 

6-3-38 

 

 

 

 

 

 

 

6-3-42 

 

 

 

6-3-43 

 

6-3-45 

 

6-3-47 

 

 

 

6-3-63 

 

6-3-65 

 

 

 

6-3-77 

 

上 10～上 14 

 

上 11 

 

上４ 

 

下６ 

 

下８～下７ 

 

 

 

上４～上５ 

 

 

 

上 13 

 

 

 

下７ 

 

下４ 

 

上６ 

 

上９ 

 

下３ 

 

 

 

下 12 

 

上 11～上 15 

 

下 13 

 

上５ 

 

（記載変更） 

 

…第 3.2－5表… 

 

…第 3.2－6表… 

 

…第 3.2－7表… 

 

…確認できる測線までの最

大約 4.5km とする 。 

 

 

…確認できる測線までの最

大約 20.0km とする 。 

 

 

…確認できる測線までの最

大約 17.5km とする 。 

 

 

…第 3.2－34 図）。 

 

…第 3.2－8表… 

 

…第 3.2－6表）。 

 

…第 3.2－6表）。 

 

また，文献 により敷地周辺

海域に示されたその他の 

断層に… 

 

…第 3.2－6表… 

 

（記載変更） 

 

さらに，鹿野・中野（1986） 

 

② 高尾山西側 

 

別紙 6-3-1 に変更する。 

 

…第 3.2－6表… 

 

…第 3.2－7表… 

 

…第 3.2－8表… 

 

…確認できる測線までの最

大約 4.5km とする（第 3.2－

34 図及び第 3.2－35 図）。 

 

…確認できる測線までの最

大約 20.0km とする（第 3.2

－34 図及び第 3.2－36 図）。 

 

…確認できる測線までの最

大約 17.5km とする（第 3.2

－34 図及び第 3.2－37 図）。 

 

…第 3.2－38 図）。 

 

…第 3.2－9表… 

 

…第 3.2－7表）。 

 

…第 3.2－7表）。 

 

また，文献及び音波探査によ

り確認されたその他の海域

の断層に… 

 

…第 3.2－7表… 

 

別紙 6-3-2 に変更する。 

 

 鹿野・中野（1986） 

 

③ 高尾山西側 

 



 

－6-3-2－ 

頁 行 補正前 補正後 

6-3-79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-3-80 

 

 

 

 

 

 

 

6-3-81 

 

 

 

 

6-3-82 

 

6-3-83 

 

 

 

 

 

6-3-84 

 

6-3-85 

 

 

 

 

6-3-89 

 

 

上 13 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

上２～上４ 

 

 

 

 

 

上５～上９ 

 

上６～下 12 

 

下５ 

 

 

上５ 

 

上３ 

 

上９ 

 

下９ 

 

下９ 

 

上１ 

 

下 11 

 

 

下６ 

 

 

…第 3.3－102 図）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…⑦女島付近の鹿野・中野

（1986）に示される伏在断層

通過位置付近におけるボー

リング調査結果によると 

断層は認められない。 

 

（記載変更） 

 

（記載変更） 

 

…第 3.3－103 図及び第 3.3

－104 図。 

 

…第 3.3－105 図）。 

 

…第 3.3－106 図… 

 

…第 3.3－107 図… 

 

…第 3.3－108 図）。 

 

…第 3.3－109 図… 

 

…第 3.3－110 図… 

 

…第 3.3－111 図及び第 3.3

－112 図）。 

 

…地層と斜交し，破砕を… 

 

 

…第 3.3－102 図）。このう

ち，地震調査研究推進本部

（2016）の活断層の可能性の

ある構造として指摘されて

いる明瞭な重力異常が認め

られなくなる位置の音波探

査測線は No.3.5 測線である

（第 3.3－103 図及び第 3.3

－104 図）。 

 

…⑦女島付近の ボーリン

グ調査結果によると，鹿野・

中野（1986）に示される伏在

断層に相当する断層は認め

られない。 

 

別紙 6-3-3 に変更する。 

 

別紙 6-3-4 に変更する。 

 

…第 3.3－105 図及び第 3.3

－106 図。 

 

…第 3.3－107 図）。 

 

…第 3.3－108 図… 

 

…第 3.3－109 図… 

 

…第 3.3－110 図）。 

 

…第 3.3－111 図… 

 

…第 3.3－112 図… 

 

…第 3.3－113 図及び第 3.3

－114 図）。 

 

…地層と斜交し 破砕を

… 

 



 

－6-3-3－ 

頁 行 補正前 補正後 

6-3-90 

 

 

 

 

6-3-91 

 

 

 

6-3-93 

 

6-3-95 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-3-96 

 

6-3-97 

 

6-3-99 

 

6-3-101 

 

 

 

6-3-106 

上１ 

 

 

上７ 

 

下２～下１ 

 

 

 

上８ 

 

上２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下 10 

 

下９ 

 

下６ 

 

上５ 

 

下 10～下９ 

 

上８ 

 

下 10～下９ 

 

 

 

上２～上３ 

3.4.2.4 地表からの弾性波

探査 

 

3.4.2.5 耐震重要… 

 

…敷地には，地層と斜交し，

破砕を… 

 

 

…山陰地域における… 

 

…いる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．敷地の地質… 

 

…地層と斜交し，… 

 

…地層と斜交し，… 

 

…（社）日本電気協会… 

 

…岩盤の支持機能及び… 

 

…（社）地盤工学会… 

 

…ＣＭ級以上の岩盤であり，

表層は風化したＣＬ級，Ｄ級

の岩盤が分布している。 

 

…減衰係数ｈと… 

（記載削除） 

 

 

3.4.2.4 耐震重要… 

 

…耐震重要施設及び常設重

大事故等対処施設の直下に

は，地層と斜交し 破砕を… 

 

…山陰
さんいん

地域における… 

 

…いる。また，ボーリングの

コアから深部に分布するド

レライト，その貫入境界周辺

の凝灰質頁岩等を採取し，薄

片観察を行った結果，ざくろ

石，ぶどう石等の高温で生成

される鉱物が確認されてい

ることから，これらの鉱物

は，中期中新世～後期中新世

の一連の火成活動に伴う熱

水変質鉱物であると評価し

た。 

 

3.4.2.5 敷地の地質… 

 

…地層と斜交し … 

 

…地層と斜交し … 

 

…社団法人日本電気協会… 

 

…岩盤の支持性能及び… 

 

…社団法人地盤工学会… 

  

…ＣＭ級以上の岩盤であ 

る。 

 

 

…減衰定数ｈと… 



 

－6-3-4－ 

頁 行 補正前 補正後 

 

 

6-3-107 

 

6-3-108 

 

 

 

6-3-110 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-3-111 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下７～下６ 

 

下８～下７ 

 

上 11～上 12 

 

下 10～下９ 

 

上 11 

 

上 12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下９ 

 

下２ 

 

下９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…減衰係数ｈと… 

 

…減衰係数ｈと… 

 

…減衰係数ｈと… 

 

…減衰係数ｈと… 

 

…支持機能及び… 

 

…成立するように設計す

る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…二次元地震応答解析… 

 

…二次元静的解析… 

 

…施設区分及び基礎形式に

より 分類した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…減衰定数ｈと… 

 

…減衰定数ｈと… 

 

…減衰定数ｈと… 

 

…減衰定数ｈと… 

 

…支持性能及び… 

 

…成立するように設計する

方針とする。 

なお，防波壁（逆Ｔ擁壁）の

改良地盤（薬液注入工法）に

ついては，三軸圧縮試験等に

より物性値を設定し，

「3.6.1.1.3 評価条件」に

示す物性値が確保されてい

ることを確認する。また，防

波壁（逆Ｔ擁壁）は，当該施

設に求められる安全機能に

影響を及ぼさないように設

計する。 

 

…２次元地震応答解析… 

 

…２次元静的解析… 

 

…施設区分及び基礎形式に

より４つのグループに分類

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－6-3-5－ 

頁 行 補正前 補正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-3-112 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-3-114 

 

 

 

 

6-3-115 

 

 

 

 

下７～下４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下３～下２ 

 

 

 

 

 

下２～下１ 

 

 

 

 

上 14～上 15 

 

 

下 11 

 

 

下３ 

 

 

上５ 

 

上９～上 10 

 

 

下９ 

 

 

 

 

…基礎地盤の岩級・地形等，

施設直下のシームの分布，施

設重量，杭底面幅，埋戻土層

等の厚さ及び杭の根入れ長

を評価項目として ，安定性

評価が厳しくなると想定さ

れる施設を 選定した。 

 

 

 

 

代表施設に対する基礎地盤

の安定性評価により，耐震重

要施設及び常設重大事故等

対処施設の基礎地盤の安定

性評価を包括的に確認する。 

 

代表施設の選定結果を第3.6

－1表及び第 3.6-4 図に示

す。 

 

 

…改良地盤直下にシームが

… 

 

…改良地盤 直下にシーム

が…  

 

…岩盤試験，土質試験 等か

ら得られた… 

 

…一次元波動論に… 

 

… 震源を特定せず策定す

る地震動 に… 

 

…支持性能を有している。 

 

 

 

 

…基礎地盤安定性の影響要

因である岩級・地形等，施設

直下のシームの分布，施設重

量，杭底面幅，埋戻土層等の

厚さ及び杭の根入れ長を評

価項目として各グループに

おいて比較検討し，安定性評

価が厳しくなると想定され

る施設を代表施設に選定し

た。 

 

（記載削除） 

 

 

 

 

 

影響要因の確認に用いた地

質断面図を第 3.6-4 図に，影

響要因等の比較検討結果を

第 3.6－1表に示す。 

 

…施設直下にシームが… 

 

 

…改良地盤（薬液注入工法）

直下にシームが…  

 

…岩盤試験，土質試験，ＰＳ

検層等から得られた… 

 

…１次元波動論に… 

 

…「震源を特定せず策定する

地震動」に… 

 

…支持力を有している。 

 

 

 

 



 

－6-3-6－ 

頁 行 補正前 補正後 

6-3-116 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-3-117 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上８～上 10 

 

 

 

 

 

 

上 13～上 17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下８～下７ 

 

 

 

上６ 

 

 

 

下４～下２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，防波壁（逆Ｔ擁壁）で

は，ＰＳ検層等に基づく改良

地盤の物性値を用いて動的

解析を実施した結果，地震動

による最大傾斜が評価基準

値の目安である… 

 

防波壁（逆 T擁壁）の基本設

計方針としては，ＰＳ検層等

に基づく改良地盤の物性値

が確保されていることを三

軸圧縮試験等の室内試験及

び原位置試験で確認すると

ともに，グラウンドアンカー

による変形抑制効果を踏ま

えた設計を行い，施設の安全

機能に影響を及ぼさないよ

うに設計することとする。 

 

…杭を介して， 岩盤又は改

良地盤に… 

 

 

敷地に比較的近く， 基準地

震動 の策定 において… 

 

 

一方，防波壁（逆Ｔ擁壁）で

は，ＰＳ検層等に基づく改良

地盤の物性値を用いて動的

解析を実施した結果，地震動

及び地殻変動による最大傾

斜が評価基準値の目安であ

る… 

 

 

 

 

 

 

 

一方，防波壁（逆Ｔ擁壁）の

最大傾斜については，評価基

準値の目安である… 

 

 

 

 

（記載削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…杭を介して，十分な支持力

を有する岩盤又は改良地盤

に… 

 

敷地に比較的近く，「5.6.3 

基準地震動Ｓｓの策定」にお

いて… 

 

一方，防波壁（逆Ｔ擁壁）の

最大傾斜については，評価基

準値の目安である… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－6-3-7－ 

頁 行 補正前 補正後 

6-3-118 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-3-119 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上１～上５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下７ 

 

上５～上６ 

 

上６～上７ 

 

 

下 11～下 10 

 

 

 

 

 

 

 

下７ 

 

下３ 

 

 

下２ 

 

下１ 

 

 

 

 

 

 

防波壁（逆Ｔ擁壁）の基本設

計方針としては，ＰＳ検層等

に基づく改良地盤の物性値

が確保されていることを三

軸圧縮試験等の室内試験及

び原位置試験で確認すると

ともに，グラウンドアンカー

による変形抑制効果を踏ま

えた設計を行い，施設の安全

機能に影響を及ぼさないよ

うに設計することとする。 

 

…二次元静的解析… 

 

…離隔距離等に… 

 

離隔距離については，（社）

日本電気協会… 

 

…二次元浸透流解析（定常解

析） により設定した… 

 

 

 

 

 

 

…第 3.6－12 図に… 

 

…及び法尻標高により 分

類した。 

 

…第 3.6－13 図に… 

 

…第 3.6－14 図の 

 

 

 

 

 

 

（記載削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…２次元静的解析… 

 

…離隔距離 に… 

 

抽出した斜面は，社団法人日

本電気協会… 

 

…２次元浸透流解析（定常解

析）を実施し，液状化範囲の

検討用地下水位を設定した。

２次元浸透流解析結果（検討

用地下水位）を第 3.6－12 図

に示す。２次元浸透流解析結

果により設定した… 

 

…第 3.6－13 図に… 

 

…及び法尻標高により３つ

のグループに分類した。 

 

…第 3.6－14 図に… 

 

…第 3.6－15 図の… 

 

 

 

 

 

 



 

－6-3-8－ 

頁 行 補正前 補正後 

6-3-119 

～ 

6-3-120 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-3-120 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-3-121 

 

6-3-126 

 

 

 

6-3-133 

 

 

 

6-3-134 

 

 

下１ 

～ 

上２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

上７～上８ 

 

 

 

 

 

上８～上９ 

 

 

 

 

下 10 

 

 

 

下５ 

 

上１ 

 

上１ 

 

 

 

 

 

…評価フローに基づき， 

斜面を構成する岩級，斜面高

さ，斜面勾配及びシームの分

布の有無 を評価項目とし

て ，安定性評価が厳しくな

ると想定される斜面を 選

定した。 

 

 

 

 

評価対象斜面に対する安定

性評価により，耐震重要施設

及び常設重大事故等対処施

設の周辺斜面の安定性評価

を包括的に確認する。 

 

評価対象斜面の選定結果を

第 3.6－8表，第 3.6－15 図

及び第 3.6－16 図に示す。 

 

 

…対象斜面に選定した。  

 

 

 

…第 3.6－17 図に… 

 

…第 3.6－18 図に… 

 

…地質図， 産業技術総合研

究所地質調査総合センター 

 

 

第 3.2－4表(1) 変位地

形・リニアメント一覧表（そ

の１） 

 

第 3.2－4表(2) 変位地

形・リニアメント一覧表（そ

の２） 

…評価フローに基づき，斜

面安定性の影響要因である

斜面を構成する岩級，斜面高

さ，斜面勾配及びシームの分

布の有無並びに簡便法のす

べり安全率を評価項目とし

て各グループにおいて比較

検討し，安定性評価が厳しく

なると想定される斜面を評

価対象斜面に選定した。 

 

（記載削除） 

 

 

 

 

 

影響要因の確認に用いた地

質断面図を第 3.6－16 図に，

影響要因等の比較検討結果

を第 3.6－8表に示す。 

 

…対象斜面に選定した。評価

対象斜面の断面位置を第3.6

－17 図に示す。 

 

…第 3.6－18 図に… 

 

…第 3.6－19 図に… 

 

…地質図，（独）産業技術総

合研究所地質調査総合セン

ター 

 

別紙 6-3-5 に変更する。 

 

 

 

別紙 6-3-6 に変更する。 

 

 



 

－6-3-9－ 

頁 行 補正前 補正後 

6-3-134

の次 

 

6-3-135 

 

6-3-136 

 

6-3-137 

 

6-3-138 

 

6-3-164 

 

 

 

6-3-165 

 

 

 

6-3-166 

 

 

 

6-3-167 

 

 

6-3-168 

 

 

6-3-178 

 

 

 

6-3-180 

 

 

 

6-3-181 

 

 

 

（記載追加） 

 

 

第 3.2－5表 

 

第 3.2－6表 

 

第 3.2－7表 

 

第 3.2－8表 

 

第 3.6－1表(1) 代表施設

の選定結果（グループＡ） 

 

 

第 3.6－1表(2) 代表施設

の選定結果（グループＢ） 

 

 

第 3.6－1表(3) 代表施設

の選定結果（グループＤ） 

 

 

第 3.6－2表(1) 解析用物

性値の設定方法（その１） 

 

第 3.6－2表(2) 解析用物

性値の設定方法（その２） 

 

第 3.6－6表 各施設におけ

る基礎底面の相対鉛直変位

及び傾斜 

 

第 3.6－8表(1) 評価対象

斜面の選定結果（グループ

Ａ） 

 

第 3.6－8表(2) 評価対象

斜面の選定結果（グループ

Ｃ） 

 

別紙 6-3-7 を追加する。 

 

 

第 3.2－6表 

 

第 3.2－7表 

 

第 3.2－8表 

 

第 3.2－9表 

 

第 3.6－1表(1) 影響要因

等の比較検討結果（グループ

Ａ） 

 

第 3.6－1表(2) 影響要因

等の比較検討結果（グループ

Ｂ） 

 

第 3.6－1表(3) 影響要因

等の比較検討結果（グループ

Ｄ） 

 

別紙 6-3-8 に変更する。 

 

 

別紙 6-3-9 に変更する。 

 

 

別紙 6-3-10 に変更する。 

 

 

 

第 3.6－8表(1) 影響要因

等の比較検討結果（グループ

Ａ） 

 

第 3.6－8表(2) 影響要因

等の比較検討結果（グループ

Ｃ） 

 



 

－6-3-10－ 

頁 行 補正前 補正後 

6-3-212 

 

 

 

6-3-265

の次 

 

6-3-266 

 

6-3-373 

 

 

 

6-3-374 

 

 

 

6-3-375 

 

 

 

6-3-376 

 

 

 

6-3-377 

 

 

 

 

6-3-378 

 

 

 

 

6-3-379 

 

 

 

 

 

第 3.2－16 図 敷地周辺陸

域の変位地形・リニアメント

分布図 

 

（記載追加） 

 

 

第 3.2－34 図 

 

第 3.3－99 図 美保湾及び

美保関 東方沖合いの海底

地形図 

 

第 3.3－100 図 美保湾及び

美保関 東方沖合いの音波

探査測線図及び海底地質図 

 

第 3.3－101 図（1） 美保湾

及び美保関 東方沖合いの

海底地質断面図（その１） 

 

第 3.3－101 図（2） 美保湾

及び美保関 東方沖合いの

海底地質断面図（その２） 

 

第 3.3－102 図（1） 美保湾

及び美保関 東方沖合いの

音波探査記録（Ｎｏ．６ＢＭ，

Ｎｏ．6ＷＧ） 

 

第 3.3－102 図（2） 美保湾

及び美保関 東方沖合いの

音波探査記録（Ｎｏ．203Ｂ

Ｍ，Ｎｏ．203ＷＧ） 

 

第 3.3－102 図（3） 美保湾

及び美保関 東方沖合いの

音波探査記録（Ｎｏ．3.5Ｂ

Ｍ，Ｎｏ．3.5ＷＧ） 

 

 

別紙 6-3-11 に変更する。 

 

 

 

別紙 6-3-12 を追加する。 

 

 

第 3.2－38 図 

 

第 3.3－99 図 美保湾及び

美保関町東方沖合いの海底

地形図 

 

第 3.3－100 図 美保湾及び

美保関町東方沖合いの音波

探査測線図及び海底地質図 

 

第 3.3－101 図（1） 美保湾

及び美保関町東方沖合いの

海底地質断面図（その１） 

 

第 3.3－101 図（2） 美保湾

及び美保関町東方沖合いの

海底地質断面図（その２） 

 

第 3.3－102 図（1） 美保湾

及び美保関町東方沖合いの

音波探査記録（Ｎｏ．６ＢＭ，

Ｎｏ．6ＷＧ） 

 

第 3.3－102 図（2） 美保湾

及び美保関町東方沖合いの

音波探査記録（Ｎｏ．203Ｂ

Ｍ，Ｎｏ．203ＷＧ） 

 

第 3.3－102 図（3） 美保湾

及び美保関町東方沖合いの

音波探査記録（Ｎｏ．3.5Ｂ

Ｍ，Ｎｏ．3.5ＷＧ） 

 

 



 

－6-3-11－ 

頁 行 補正前 補正後 

6-3-380 

 

 

 

 

6-3-380

の次 

 

6-3-381 

 

 

 

6-3-382 

 

 

 

6-3-383 

 

 

 

6-3-384 

 

6-3-385 

 

6-3-386 

 

6-3-387 

 

6-3-388 

 

6-3-389 

 

6-3-390 

 

6-3-391 

 

 

6-3-392 

 

 

 

第 3.3－102 図（4） 美保湾

及び美保関 東方沖合いの

音波探査記録（Ｎｏ．3.5Ａ

Ｇ） 

 

（記載追加） 

 

 

第 3.3－103 図 美保湾及び

美保関東方沖合いのＢ2層上

面等深線図 

 

第 3.3－104 図 美保湾及び

美保関東方沖合いのＤ2層上

面等深線図 

 

第 3.3－105 図 美保湾及び

美保関東方沖合いの音波探

査速度構造断面図 

 

第 3.3－106 図 

 

第 3.3－107 図 

 

第 3.3－108 図 

 

第 3.3－109 図 

 

第 3.3－110 図 

 

第 3.3－111 図 

 

第 3.3－112 図 

 

第 3.4－1図 敷地の地質調

査位置図 

 

第 3.4－2図 敷地の地質平

面図 

 

 

第 3.3－102 図（4） 美保湾

及び美保関町東方沖合いの

音波探査記録（Ｎｏ．3.5Ａ

Ｇ） 

 

別紙 6-3-13 を追加する。 

 

 

別紙 6-3-14 に変更する。 

 

 

 

別紙 6-3-15 に変更する。 

 

 

 

別紙 6-3-16 に変更する。 

 

 

 

第 3.3－108 図 

 

第 3.3－109 図 

 

第 3.3－110 図 

 

第 3.3－111 図 

 

第 3.3－112 図 

 

第 3.3－113 図 

 

第 3.3－114 図 

 

別紙 6-3-17 に変更する。 

 

 

別紙 6-3-18 に変更する。 

 

 

 



 

－6-3-12－ 

頁 行 補正前 補正後 

6-3-713 

 

 

 

6-3-714 

 

 

 

6-3-715 

 

 

 

6-3-716 

 

 

 

6-3-717 

 

 

 

6-3-718 

 

 

 

6-3-730

の次 

 

6-3-731 

 

 

6-3-732 

 

 

6-3-733 

 

6-3-734 

 

 

 

6-3-735 

 

第 3.6－4図(1) 代表施設

の選定 グループ A 

 

 

第 3.6－4図(2) 代表施設

の選定 グループ A 

 

 

第 3.6－4図(3) 代表施設

の選定 グループ B 

 

 

第 3.6－4図(4) 代表施設

の選定 グループ C 

 

 

第 3.6－4図(5) 代表施設

の選定 グループ D 

 

 

第 3.6－4図(6) 代表施設

の選定 グループ D 

 

 

（記載追加） 

 

 

第 3.6－12 図 液状化範囲

の設定結果 

 

第 3.6－13 図 評価対象斜

面の分類結果 

 

第 3.6－14 図 評価フロー 

 

第 3.6－15 図(1) 評価対象

斜面の選定 グループ A 

 

 

第 3.6－15 図(2) 評価対象

斜面の選定 グループ B 

第 3.6－4図(1) 影響要因

の確認に用いた地質断面図 

グループ A 

 

第 3.6－4図(2) 影響要因

の確認に用いた地質断面図 

グループ A 

 

第 3.6－4図(3) 影響要因

の確認に用いた地質断面図 

グループ B 

 

第 3.6－4図(4) 影響要因

の確認に用いた地質断面図 

グループ C 

 

第 3.6－4図(5) 影響要因

の確認に用いた地質断面図 

グループ D 

 

第 3.6－4図(6) 影響要因

の確認に用いた地質断面図 

グループ D 

 

別紙 6-3-19 を追加する。 

 

 

第 3.6－13 図 液状化範囲

の設定結果 

 

第 3.6－14 図 評価対象斜

面の分類結果 

 

第 3.6－15 図 評価フロー 

 

第 3.6－16 図(1) 影響要因

の確認に用いた地質断面図 

グループ A 

 

別紙 6-3-20 に変更する。 

 



 

－6-3-13－ 

頁 行 補正前 補正後 

6-3-736 

 

 

 

6-3-737 

 

 

6-3-738 

 

 

 

6-3-739 

 

 

 

6-3-740 

 

 

 

6-3-741 

 

 

 

6-3-742 

 

 

 

 

6-3－743 

 

 

第 3.6－15 図(3) 評価対象

斜面の選定 グループ C 

 

 

第 3.6－16 図 評価対象斜

面 位置 

 

第 3.6－17 図 (1) 解析用

要素分割図(2号炉南側切取

斜面 ①－①'断面) 

 

第 3.6－17 図(2) 解析用要

素分割図(2号炉西側切取斜

面 ②－②'断面) 

 

第 3.6－17 図(3) 解析用要

素分割図(防波壁（西端部）

周辺斜面 ③－③'断面) 

 

第 3.6－17 図(4) 解析用要

素分割図(2号炉南側盛土斜

面 ⑥－⑥'断面) 

 

第 3.6－17 図(5) 解析用要

素分割図(ガスタービン発電

機建物周辺斜面 ⑦－⑦'断

面) 

 

第 3.6－18 図 解析用地下

水位(2号炉南側切取斜面 

①－①'断面) 

第 3.6－16 図(3) 影響要因

の確認に用いた地質断面図 

グループ C 

 

第 3.6－17 図 評価対象斜

面の断面位置 

 

第 3.6－18 図 (1) 解析用

要素分割図(2号炉南側切取

斜面 ①－①'断面) 

 

第 3.6－18 図(2) 解析用要

素分割図(2号炉西側切取斜

面 ②－②'断面) 

 

第 3.6－18 図(3) 解析用要

素分割図(防波壁（西端部）

周辺斜面 ③－③'断面) 

 

第 3.6－18 図(4) 解析用要

素分割図(2号炉南側盛土斜

面 ⑥－⑥'断面) 

 

第 3.6－18 図(5) 解析用要

素分割図(ガスタービン発電

機建物周辺斜面 ⑦－⑦'断

面) 

 

別紙 6-3-21 に変更する。 

 

なお，頁は，令和３年５月 10 日付け，電安炉技第１号で一部補正した頁を示す。 



ｄ．その他の変位地形・リニアメント及び断層 

地形調査結果による変位地形・リニアメント（田
た

の戸
と

断層，大船
おおふな

山東
やまひがし

断層，仏経
ぶっきょう

山北
ざんきた

断層，東来待
ひがしきまち

－新田畑
し ん た ば た

断層，柳井
や な い

断層，三刀屋
み と や

北
きた

断層，半場
は ん ば

－石原
いしはら

断層，布部
ふ べ

断層，東忌部
ひがしいんべ

断層，山王寺
さ ん の う じ

断層及び大井
お お い

断層）については，第3.2－5表に示すように，地表地質踏査等を実

施し，後期更新世以降の活動を考慮する区間を評価する。 

万田
ま ん だ

付近
ふ き ん

断層については，後期更新世以降の活動を示唆するもの

は認められず，変位地形・リニアメントは牛切層と古浦層の地質境

界にほぼ対応することから，岩質の差を反映した組織地形であると

評価する。 

文献に示されるその他の陸域の断層については，後期更新世以降

の活動が認められないか，若しくはその長さと敷地からの距離とを

考慮すると，いずれも前述の断層の影響を上回らないと判断される。 

別紙 6-3-1

－6-3-14－



ボーリング調査の結果によると，鹿野・中野（1986）に示され

る伏在断層通過位置付近において，古浦層中に複数の細粒化した

破砕部が認められるものの，これらの連続性は確認されない。ま

た，古浦層は地表から約 20ｍまでの地層は急傾斜を示し，それ

以深の地層は緩傾斜を示しており断層は認められない。古浦層中

の地層は連続して分布すること及び古浦層と成相寺層が整合関係

にあると考えられることから，地層に顕著な不連続は想定され

ず，また，古浦層と成相寺層との境界に鹿野・中野（1986）に示

される伏在断層に相当する断層は認められない。さらに，成相寺

層の泥岩中に貫入岩の分布が認められるものの，貫入岩中や貫入

岩と成相寺層との貫入境界にも，断層活動を示唆するせん断面及

び破砕は認められない。 

別紙 6-3-2

－6-3-15－



以上のことから，古浦から女島付近において後期更新世以降の断

層活動を示唆する地質構造は認められないが，陸海境界の調査結果

の不確かさを考慮し，宍道断層の西端を，ボーリング調査等により

精度や信頼性のより高い調査結果が得られており，宍道断層の延長

部に対応する断層が認められないことを確認している女島とする。 

別紙 6-3-3

－6-3-16－



以上のことから，下宇部尾東において幅広なはぎ取り調査等の結

果，宍道断層に対応する断層は認められず，更に東方の森山におけ

るトレンチ調査等の結果， 後期更新世以降の断層活動は認められ

ないが，森山から美保関において一部の断層を除いて上載地層がな

く，後期更新世以降の断層活動が完全に否定できなかったこと及び

陸海境界付近の調査結果の不確かさを考慮し，宍道断層の東端を，

島根半島の東方延長部を南北に横断し，稠密な測線間隔で複数の音

源による浅部から深部の地質構造を調査した音波探査により精度や

信頼性のより高い調査結果が得られており，このうち後期更新世以

降の断層活動が認められないことを確認し，かつ，地震調査研究推

進本部（2016）の活断層の可能性のある構造として指摘されている

明瞭な重力異常が認められなくなる位置の美保関町東方沖合いの測

線（No.3.5 測線）とする。 

したがって，震源として考慮する活断層である宍道断層の長さと

して，女島から美保関町東方沖合いまでの約 39km を評価する。 

別紙 6-3-4

－6-3-17－



縦ずれ低下側(m) 横ずれ(m)

① 古浦－尾坂 Ａ,Ｂ Ｅ－Ｗ 3.6

急斜面
屈曲，孤立丘

山地斜面
尾根，谷

Ｎ
Ｒ

活断層研究会編(1991)の古浦東方断
層（確実度Ⅱ）に対応
今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（活断層）に対応

南講武－枕木
Ａ,Ｂ

（Ｃ,Ｄ）
Ｅ－Ｗ 9.0

急斜面
屈曲，鞍部
低崖

山地斜面
尾根，谷
沖積面

Ｓ

Ｎ
Ｒ

上本庄 Ｂ,Ｃ ＮＥ－ＳＷ 2.1

崖，逆向き崖 谷
Ｈ３段丘
Ｈ３段丘/Ｍｆ段丘
丘陵斜面

ＮＷ
ＳＥ
Ｓ

－－－－

③ 長海－手角 Ｂ,Ｄ Ｅ－Ｗ 3.1
急斜面，鞍部
低崖
屈曲

山麓線
沖積面
尾根，谷

Ｓ
Ｓ

Ｒ

今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（活断層）に対応

④ 枕木山東
Ｂ,Ｄ
(Ｃ)

ＮＥ－ＳＷ 3.6
直線状の谷，鞍部
屈曲，鞍部

山地斜面
尾根，谷

ＳＥ(200)
Ｒ

活断層研究会編(1991)の枕木山東断
層（確実度Ⅲ）に対応

⑤ 下宇部尾－森山
Ｄ

（Ｂ,Ｃ）
ＥＮＥ－ＷＳＷ 3.9

鞍部
傾斜変換線
屈曲

山地斜面

尾根，谷
－－－－ Ｒ(50)

活断層研究会編(1991)の森山断層
（確実度Ⅲ）に対応
今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（活断層）に対応

⑥ 男島 Ｃ ＷＮＷ－ＥＳＥ 0.6 屈曲 尾根，谷 －－－－ Ｌ －－－－

⑦ 高尾山南限 Ｃ,Ｄ Ｅ－Ｗ 4.2
高度不連続
鞍部
屈曲

丘陵斜面

尾根，谷

Ｓ

Ｒ(50-100）

今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（活断層）に対応

⑧ 高尾山 Ｄ Ｅ－Ｗ 2.1
鞍部
高度不連続 山地斜面 Ｓ

－－－－
活断層研究会編(1991)の高尾山断層
（確実度Ⅲ）に対応

⑨ 法田 Ｄ ＮＥ－ＳＷ 1.8
高度不連続
急斜面，三角末端面，鞍部

山地斜面 Ｓ
－－－－

活断層研究会編(1991)の法田断層
（確実度Ⅲ）に対応

⑩ Ｃ ＷＮＷ－ＥＳＥ 2.4
鞍部，急斜面，傾斜変換線
屈曲，溝状地

山地斜面
尾根，谷

Ｓ
Ｌ

活断層研究会編(1991)の古殿[北]断
層（確実度Ⅱ）に対応
今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（推定活断層）に対応

⑪ Ｄ ＮＷ－ＳＥ 1.8
直線状の谷，逆向き崖
鞍部，傾斜変換線
屈曲

山地斜面

尾根，谷

ＮＥ

Ｒ

活断層研究会編(1991)の垣の内北側
断層（確実度Ⅱ）に対応

⑫ Ｄ
ＮＷ－ＳＥ

ＥＮＥ－ＷＳＷ
5.3

高度不連続，鞍部，溝状地
急斜面，傾斜変換線

山地斜面 Ｓ －－－－
活断層研究会編(1991)の山中付近断
層（確実度Ⅲ）に対応

⑬ Ｃ,Ｄ ＥＮＥ－ＷＳＷ 5.0
屈曲
急斜面，鞍部
撓み

尾根，谷
山地斜面
Ｌｆ１段丘

Ｎ(20～60)
Ｎ(5以下）

Ｒ 活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

⑭ Ｄ ＮＮＥ－ＳＳＷ 3.0 急斜面，鞍部，逆向き崖 山地斜面 　　－－－－ －－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

⑮ Ｃ,Ｄ
ＷＮＷ－ＥＳＥ

ＥＮＥ－ＷＳＷ
8.5

三角末端面
鞍部，高度不連続
逆向き崖，傾斜変換線

山地斜面 Ｓ(150～200)
－－－－

活断層研究会編(1991)の万田付近断
層（確実度Ⅱ）に対応

古殿

活断層研究会編(1991)及び
今泉ほか編(2018)との対応

変位地形・リニアメント判読内容

ランク

活断層研究会編(1991)宍道断層
[北][南]（確実度Ⅰ，Ⅱ）に対応
今泉ほか編(2018)の宍道（鹿島）断
層帯（活断層）に対応

走向
変位方向・量

基準地形

大船山東

垣の内北側

山中付近

田の戸

地形形態
長さ
（km）

万田付近

②

宍道

変位地形・リニアメントの名称・番号
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第3.2－4表(1)　変位地形・リニアメント一覧表（その１）



縦ずれ低下側(ｍ) 横ずれ(ｍ)

⑯
Ａ,Ｂ
（Ｃ)

ＥＮＥ－ＷＳＷ

ＷＮＷ－ＥＳＥ
11.0

崖，傾斜変換線，急斜面
低崖，撓み

低崖
低崖
屈曲

山地斜面
Ｈ３段丘
Ｍｍ段丘
沖積面
扇状地
Ｍｍ段丘，尾根，谷

Ｓ(200-400)
Ｓ(25)
Ｓ(10-15)
Ｓ(5以下)
Ｓ(5以下)

Ｒ(20±)

活断層研究会編(1991)の矢尾町付近
断層（確実度Ⅲ）に対応
今泉ほか編(2018)の推定活断層に対
応

⑰ Ｄ ＥＮＥ－ＷＳＷ 9.9 溝状地，急斜面，鞍部 丘陵/山地
Ｎ(50～100)
Ｓ(30～40)

－－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

⑱ Ｃ ＷＮＷ－ＥＳＥ 4.2
屈曲
急斜面

尾根，谷
山地斜面 Ｎ(40～100)

Ｌ
－－－－

⑲ Ｃ（Ｄ） Ｅ－Ｗ 6.2
直線状の谷，鞍部
屈曲

山地斜面
尾根，谷

－－－－
Ｒ(20～100)
Ｒ(100～200)

－－－－

⑳ Ｄ ＮＥ－ＳＷ 18.8
急斜面，傾斜変換線，
直線状の谷，鞍部
逆向き低崖

山地斜面

尾根

ＮＷ

Ｓ
－－－－

活断層研究会編(1991)の木次南断層
（確実度Ⅲ）に対応

㉑ Ｃ Ｅ－Ｗ 2.8
三角末端面，高度不連続，
鞍部

山地斜面 Ｓ(40～70) －－－－
活断層研究会編(1991)の半場－石原
断層（確実度Ⅲ）に対応

㉒ Ｃ,Ｄ ＥＮＥ－ＷＳＷ 8.1
屈曲
直線状の谷，鞍部

尾根，谷
山地斜面 Ｎ(50)

Ｒ 今泉ほか編(2018)の布部断層帯（活
断層・推定活断層）に対応

㉓ Ｄ ＮＥ－ＳＷ 1.8 鞍部 山地斜面 －－－－ －－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

㉔ Ｄ ＮＷ－ＳＥ 1.1 鞍部，逆向き崖 山地斜面 ＳＷ(10～20) －－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

㉕ Ｄ ＥＮＥ－ＷＳＷ 1.7 高度不連続，鞍部 山地斜面 Ｎ(60～70) －－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

㉖ Ｄ ＮＷ－ＳＥ 1.8 高度不連続，鞍部 山地斜面 ＳＷ(50) －－－－
活断層研究会編(1991)の確実度Ⅲに
対応

三刀屋北

活断層研究会編(1991)及び
今泉ほか編(2018)との対応ランク 地形形態

長さ
（km）

変位地形・リニアメント判読内容

走向

山王寺

変位地形・リニアメントの名称・番号

東来侍－新田畑

大社衝上（大社－国富）

変位方向・量

大井

基準地形

東忌部

柳井

半場－石原

布部

木次南

仏経山北

－6-3-19－ 

別紙 6‑3‑6 

第3.2－4表(2)　変位地形・リニアメント一覧表（その２）



第 3.2－5表 敷地周辺陸域の変位地形・リニアメントの調査結果一覧表 

断 層 名 調査結果 評価長さ 

田の戸断層 

田の戸断層沿いには，ＥＮＥ－ＷＳＷ走向，Ｃ～Ｄランクの変位地形・リニアメントが判読される。 

変位地形・リニアメント西側の出雲市小伊津町の南方では断層が確認されるものの，上載地層がなく，後期更新世以降の活動は不明である。また，東方の出雲市坂浦町立石北方では，地質分布から背斜軸付近に北

側低下の断層が推定される。以上のことから，震源として考慮する活断層とし，その長さについては，変位地形・リニアメント延長付近で実施したピット調査で断層が認められない地点（西端）から変位地形・リ

ニアメント通過位置で実施したピット調査で断層が認められない地点（東端）までの約５kmとする。

約５km 

大船山東断層 

大船山東断層沿いには，ＮＮＥ－ＳＳＷ走向，Ｄランクの変位地形・リニアメントが判読される。 

変位地形・リニアメントは不明瞭で短く，系統的な高度差や尾根・谷の屈曲は認められないものの，活動性を否定する調査結果は得られていないことから，震源として考慮する活断層とし，その長さについては，

変位地形・リニアメントの延長上に位置する変位地形が認められない尾根線上までの約４kmとする。 

約４km 

仏経山北断層 

仏経山北断層沿いには，ＷＮＷ－ＥＳＥ走向，Ｃランクの変位地形・リニアメントが判読される。 

変位地形・リニアメント西側では尾根・谷に系統的な左屈曲が認められる。また，変位地形・リニアメント沿いの山地高度に 40～100m北側低下の高度差が認められる。変位地形・リニアメントは連続性に乏しい

ものの，活動性を否定する調査結果は得られていないことから，震源として考慮する活断層とし，その長さについては，変位地形・リニアメントの延長上に位置する変位地形が認められない尾根線上までの約５km

とする。 

約５km 

東来待－新田畑断層 

東来待－新田畑断層沿いには，ＥＮＥ－ＷＳＷ走向，Ｄランクの変位地形・リニアメントが判読される。 

変位地形・リニアメントを境として，松江市宍道町白石坂口から出雲市菱川町新田畑にかけては山地高度に 50～100m北側低下の高度差が，松江市宍道町西来待付近及び佐々布付近では山地高度に 30～40ｍ南側低

下の高度差が認められ，一部は地溝状をなす。変位地形・リニアメントは不明瞭で連続性に乏しいものの，活動性を否定する調査結果は得られていないことから，震源として考慮する活断層とし，その長さについ

ては，変位地形・リニアメントの延長上に位置する変位地形が認められない尾根線上までの約 11kmとする。 

約 11km 

柳井断層 

柳井断層沿いには，ＮＷ－ＳＥ走向，Ｄランクの変位地形・リニアメントが判読される。 

変位地形・リニアメントを境として，山地斜面に 10～20ｍ南西側低下の高度差が認められる。活動性を否定する調査結果は得られていないことから，震源として考慮する活断層とし，その長さについては，変位

地形・リニアメントの延長上に位置する変位地形が認められない尾根線上までの約２kmとする。 

約２km 

三刀屋北断層 

三刀屋北断層沿いには，Ｅ－Ｗ走向，Ｃ（Ｄ）ランクの変位地形・リニアメントが判読される。 

変位地形・リニアメントを境として，尾根・谷に系統的な右屈曲が認められる。波多層の泥岩の分布に不連続がみられ，一部で変位地形・リニアメントに対応する断層が想定されるが推定断層の活動性は不明であ

ることから，震源として考慮する活断層とし，その長さについては，変位地形・リニアメント西方延長付近の断層が認められない出雲市野尻町（西端）から変位地形・リニアメント東方延長付近で実施したピット

調査で段丘堆積物の下面に高度差が認められない雲南市三刀屋町三刀屋（東端）までの約７kmとする。 

約７km 

半場－石原断層 

半場－石原断層沿いには，Ｅ－Ｗ走向，Ｃランクの変位地形・リニアメントが判読される。 

変位地形・リニアメントを境として，山地高度に 40～70ｍ南側低下の高度差が認められる。活動性を否定する調査結果は得られていないことから，震源として考慮する活断層とし，その長さについては，変位地

形・リニアメントの延長上に位置する変位地形が認められない尾根線上までの約５kmとする。 

約５km 

布部断層 

布部断層沿いには，ＥＮＥ－ＷＳＷ走向，Ｃ～Ｄランクの変位地形・リニアメントが判読される。 

変位地形・リニアメント沿いの尾根・谷に右屈曲が認められるが，系統的ではない。変位地形・リニアメント沿いに断層が認められるものの，活動性を否定する調査結果は得られていないことから，震源として考

慮する活断層とし，その長さについては，変位地形・リニアメント西方延長付近で断層が認められない安来市広瀬町布部西の谷（西端）から変位地形・リニアメント東方延長付近で断層が認められない安来市広瀬

町宇波中倉（東端）までの約８kmとする。 

約８km 

東忌部断層 

東忌部断層沿いには，ＮＥ－ＳＷ走向，Ｄランクの変位地形・リニアメントが判読される。 

変位地形・リニアメントは，不明瞭で連続性に乏しいものの，活動性を否定する調査結果は得られていないことから，震源として考慮する活断層とし，その長さについては，変位地形・リニアメントの延長上に位

置する変位地形が認められない尾根線上までの約３kmとする。 

約３km 

山王寺断層 

山王寺断層沿いには，ＥＮＥ－ＷＳＷ走向，Ｄランクの変位地形・リニアメントが判読される。 

変位地形・リニアメントを境として，山地斜面に 60～70ｍの北側低下の高度差が認められる。活動性を否定する調査結果は得られていないことから，震源として考慮する活断層とし，その長さについては，変位

地形・リニアメントの延長上に位置する変位地形が認められない尾根線上までの約３kmとする。 

約３km 

大井断層 

大井断層沿いには，ＮＷ－ＳＥ走向，Ｄランクの変位地形・リニアメントが判読される。 

変位地形・リニアメントを境として，山地高度に約 50ｍの南西側低下の高度差が認められる。活動性を否定する調査結果は得られていないことから，震源として考慮する活断層とし，その長さについては，変位

地形・リニアメントの西方延長上に位置する変位地形が認められない尾根線上（西端）から変位地形・リニアメントの東方延長上の中新統に断層が認められない中海の音波探査測線Ｎ５Ｍ測線（東端）までの約５

kmとする。 

約５km 
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第 3.2－34 図 敷地前面海域の音波探査測線図及び海底地質図（Ｆ－Ⅲ断層，Ｆ－Ⅳ断層及びＦ－Ⅴ断層） 
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第 3.2－35 図(1) Ｆ－Ⅲ断層の音波探査解析図（代表測線：ＮＷ３Ｗ） 
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第 3.2－35 図(2) Ｆ－Ⅲ断層の音波探査解析図（東端測線：ＮＷ２Ｇ，ＮＷ２Ｗ） 
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第 3.2－35 図(3) Ｆ－Ⅲ断層の音波探査解析図（西端測線：ＮＷ４Ｇ，ＮＷ４Ｗ） 
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第 3.2－36 図(1) Ｆ－Ⅳ断層の音波探査解析図（代表測線：ＮＷ８Ｗ） 
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第 3.2－36 図(2) Ｆ－Ⅳ断層の音波探査解析図（東端測線：ＮＷ７Ｇ，ＮＷ７Ｗ） 
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0  10km 

第 3.2－36 図(3) Ｆ－Ⅳ断層の音波探査解析図（西端測線：Ｎｏ．34.5Ｗ） 
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第 3.2－37 図(1) Ｆ－Ⅴ断層の音波探査解析図（代表測線：Ｎｏ．36－１） 
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第 3.2－37 図(2) Ｆ－Ⅴ断層の音波探査解析図（東端測線：Ｎｏ．34.5Ｗ） 
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第 3.2－37 図(3) Ｆ－Ⅴ断層の音波探査解析図（西端測線：Ｎｏ．42ＢＭ，Ｎｏ．42ＷＧ） 
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第 3.3－103図 美保湾及び美保関町東方沖合いの音波探査解析図（Ｎｏ．3.5ＢＭ，Ｎｏ．3.5ＡＧ） 
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第 3.3－104図 美保関町東方沖合い周辺の重力異常図（水平勾配図及び鉛直一次微分図） 
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第 3.3－107図 美保湾及び美保関町東方沖合いの音波探査速度構造断面図 
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